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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第27期
第２四半期
連結累計期間

第28期
第２四半期
連結累計期間

第27期

会計期間
自平成22年４月１日
至平成22年９月30日

自平成23年４月１日
至平成23年９月30日

自平成22年４月１日
至平成23年３月31日

売上高（千円） 11,692,963 11,990,330 24,634,845

経常利益又は経常損失（△）（千円） △62,759 113,379 350,113

四半期（当期）純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
△6,670 72,268 130,768

四半期包括利益又は包括利益（千円） △218,146 △226,022 8,703

純資産額（千円） 12,181,510 11,889,867 12,408,360

総資産額（千円） 14,771,628 14,377,408 15,228,754

１株当たり四半期（当期）純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）（円）
△0.46 4.94 8.94

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 82.4 82.7 81.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△629,528 140,664 174,290

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△112,238 △192,192 △316,370

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△291,338 △291,060 △292,230

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残

高（千円）
1,071,593 1,306,102 1,667,918

　

回次
第27期
第２四半期
連結会計期間

第28期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成22年７月１日
至平成22年９月30日

自平成23年７月１日
至平成23年９月30日

１株当たり四半期純損失金額（△）（円） △1.11 △1.87

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．第27期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

　

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、東日本大震災発生により寸断されたサプライチェーンの復

旧が進む中、企業の生産活動や消費者の購買動向に緩やかな持ち直しの兆候は見られたものの、米国の景気減速や

欧州の財政不安を背景とした円高の長期化や大幅な株価下落により企業収益を押し下げるなど、極めて厳しい状況

で推移いたしました。

　小売業界におきましても、依然として厳しい雇用・所得環境が続く中、震災以降の防災対策や節電対策に伴い生活

者のライフスタイルは大きく変化し、消費者の生活防衛意識は更に高まりを見せる一方、放射能汚染による食品へ

の安全性に対する消費者の不安も重なり、経営環境は厳しい状況が続いております。

　このような環境の中、当社グループにおきましては、今年度の経営目標に「改革の断行による経営基盤の再構築」

を掲げ、店舗運営体制の見直しや、本部運営コストの削減、各事業の収益確保に取り組み、グループ全体の業績回復

をめざしてまいりました。

　この間、小売事業で１店舗を出店する一方、１店舗を退店いたしました。

　その結果、当社グループの当第２四半期連結累計期間の売上高は119億90百万円（前年同期比2.5％増）、営業利益

は１億62百万円（前年同期は営業利益５百万円）、経常利益は１億13百万円（前年同期は経常損失62百万円）、四

半期純利益は72百万円（前年同期は四半期純損失６百万円）となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。　

①小売事業

　小売事業におきましては、３月に発生した東日本大震災以降の消費マインドの冷え込みや、花火大会やイベントな

どの中止・延期に加え、一部で原子力発電所の事故による放射能汚染の風評被害も見られ、４月～７月の既存店舗

の売上高は対前年同期比５％前後の減少で推移いたしました。８月～９月は、関東地方・名古屋地区への台風に伴

う暴風雨や局地的なゲリラ豪雨の影響を幾度となく受けましたが、イベントなどの自粛ムードも和らぎ顧客の消費

回復の兆しも見られた結果、対前年同期比は２％～３％の減少まで回復いたしました。

　この間、新店は平成23年８月に相鉄線二俣川駅に隣接する相鉄ライフ内に二俣川店（神奈川県横浜市）を出店い

たしました。

　また、出店しているディベロッパーの営業政策の変更により、平成23年７月に赤羽店（東京都北区）を退店いたし

ました。

　一方、店舗運営体制の見直しの一環として、昨年導入した就業管理システムを活用し、店舗での効率的な稼働計画

の作成と総労働時間のコントロールを行うことで人件費の適正化を図るとともに、店舗の現場作業教育（オン・ザ

・ジョブ・トレーニング）を強化し、生産性の改善に取り組んでまいりました。

　更に、店舗の包装用品費や水道光熱費などの管理可能経費については、単価の引き下げや使用量の抑制により経費

削減を図ってまいりました。

　その結果、売上高は93億67百万円（前年同期比3.9％増）、営業利益は３億11百万円（前年同期比78.7％増）とな

りました。

②飲食事業

　飲食事業におきましては、外食業界の熾烈な出店競争や価格競争が激化する厳しい環境に加え、４月は震災の影響

による宴会や歓送迎会の自粛が見られたものの、積極的なイベントや販促企画の実施等により集客に努めたことが

奏功し、居酒屋店舗につきましては既存店舗の売上高は対前年同期比0.9％の増加となりましたが、寿司店舗の既存

店舗の対前年同期比は1.3％の減少となり、両業態を合わせた既存店舗の対前年同期比は0.1％の減少となりまし

た。飲食事業全体の売上高は、昨年９月退店店舗の影響を受け対前年同期比11.9％の減少となりました。

　その結果、売上高は４億75百万円（前年同期比11.9％減）、営業利益は０百万円（前年同期は営業損失16百万円）

となりました。

③卸売事業

　卸売事業におきましては、当社卸売部門では主要取引先のスーパーマーケットの取引先数の減少に伴う売上減に

加え、メーカーへの魚卵販売の売上高も前年に比べ約６割の成立に留まり、売上高は対前年同期比18.9％の減少と

なりました。

　米国子会社ウオリキ・フレッシュ・インクは、順調に米国内の売上高を伸長し６億87百万円（対前年同期比9.7％

増）を計上いたしましたが、世界的な魚介類の消費拡大や漁獲量の減少による仕入価格の高騰を受け、10百万円の

営業損失となりました。

　また、設立２年目を迎えたＵＫトレーディング株式会社は、グループ外の売上高を４億８百万円（対前年同期比

93.0％増）にまで伸長し、営業利益は６百万円となりました。

　　その結果、グループ全体の卸売事業の売上高は21億47百万円（前年同期比0.6％増）、営業損失は２百万円（前年

同期は営業損失６百万円）となりました。
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(2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、13億６百万円とな

り、前連結会計年度末と比較して３億61百万円の減少となりました。

　「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、１億40百万円の収入（前年同期は６億29百万円の支出）となりまし

た。主なプラス要因は、税金等調整前四半期純利益１億72百万円、たな卸資産の減少額１億52百万円、減価償却費１

億43百万円等であり、主なマイナス要因は、法人税等の支払額２億33百万円等であります。

　「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、１億92百万円の支出（前年同期は１億12百万円の支出）となりまし

た。主な要因は、投資有価証券の売却による収入２億38百万円、投資有価証券の取得による支出２億22百万円、有形

固定資産の取得による支出１億96百万円等であります。

　「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、２億91百万円の支出（前年同期は２億91百万円の支出）となりまし

た。これは主に配当金の支払額によるものであります。

　

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。

　

(5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社グループは、強みである鮮魚の仕入力、販売力と経営実績によりつくられた信用力を活かして、総合的な「海

産流通企業」をめざすことを基本的な経営戦略としております。

　この実現のために、基幹事業である鮮魚及び寿司の小売事業の事業内容の強化と首都圏及び築地市場からの物流

可能な中京圏を中心とした店舗網の拡大・整備を図っております。

　飲食事業は魚食に係わるノウハウを充分に活用した寿司飲食店と海鮮居酒屋の２業態の多店舗化可能な事業構造

の確立と収益力の拡大に取り組んでまいります。

　また、卸売事業として国内では鮮魚の仕入力の強さと、培った鮮魚のノウハウを活かし、リテールサポートを付加

した食品スーパーを主とした取引先とする鮮魚卸売事業の拡大を図ってまいります。

　また、世界的な鮮魚の需要の高まりに対応して、グローバルな鮮魚流通を進めることが必要と考え、設立４年目に

入った米国における鮮魚卸売会社ウオリキ・フレッシュ・インクの事業拡大に取り組んでまいります。また、グ

ループ内の事業区分を明確にし、効率的な運営を可能とするため、設立２年目のＵＫトレーディング株式会社につ

いては、主に海外との魚介類の輸出入及び販売業務を担当しております。

　また、これらの事業を円滑かつ効率的に推進するために、センター機能の充実、情報システムのレベルアップを

図ってまいります。

　

(6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループの資金状況は、事業活動に必要な資金を内部資金でまかなうことを基本方針としており、運転資金

及び設備投資資金の流動性を確保しつつ無借金経営を継続しております。

資金調達につきましては、健全な財務状態を維持することで営業活動により得られるキャッシュ・フローから将

来必要な資金を調達することが可能と考えておりますが、不測の事態に備えて金融機関２行との間に借入枠合計６

億円の当座貸越契約を締結しております。

　

EDINET提出書類

株式会社魚力(E03310)

四半期報告書

 5/18



(7）経営者の問題認識と今後の方針について

　当社グループを取り巻く経営環境は、人口の減少、高齢化の進行、生活者の魚離れが喧伝される等、魚食が減少する

状況にあります。また家計調査の食料支出に関する統計では素材としての魚介類への支出の減少の反面、調理食品

（中食）や外食への支出の増加が起きており、併せてマグロ問題に代表されるように魚資源の涸渇化も進行してお

り、今後ますます厳しくなると考えられます。

　しかしながら、このような時こそ「良い魚を鮮度良く、より安い価格で提供する」という当社の創業以来の精神を

継続して持ちつづけ、お客様の支持を絶対的なものとするとともに、日本の伝統文化である魚食の普及に取り組み、

経営基盤をより確固たるものといたしたいと考えております。

　現状の課題としては、第１に、小売事業の店舗の活性化、すなわちお買上客数の増加が重要と考えております。小売

事業は、当社グループの核事業として売上高及び収益において大きな割合を占めており、当社グループの業績に与

える影響が大きいためであります。

　短期的には、厳しい雇用状況や所得環境を背景とした消費者の生活防衛意識が継続する中、東日本大震災発生以降

の消費マインドの変化が、消費者の今後のライフスタイルや購買行動に変化を与えると予測され、これに対応した

商品の提供やサービスの向上に努めてまいります。

　長期的には魚食全体を増やすことが重要と考え、店頭にお魚アドバイザーを配置し、消費者からの魚に関するあら

ゆる質問にお答えするとともに、積極的に調理方法・保存方法をお教えすることで魚食の普及に貢献し、それによ

り当社の店舗における魚の販売量拡大につなげていきたいと考えております。

　第２に、成長性の確保があげられます。当社は、小売事業・飲食事業においてテナント出店を基本に店舗展開をし

ておりますが、近年、当社がターゲットとするターミナルビル近隣の商業施設の新規開発は少なくなっており、既存

施設、すなわち現在同業他社が営業している店舗への入替出店が主となっております。

　そのため、既存店舗の活性化や人材の育成により出店候補者としてディベロッパーより指名されるよう努力する

とともに、店舗開発情報の収集に力を入れてまいります。

　併せて、小面積で出店できる店舗形態のテイクアウト寿司専門店については、平成23年３月に２店舗目を出店し、

その事業構造の確立と、新規出店先の開発を進めてまいります。

　第３に、収益力の維持が重要な課題となっております。とりわけ収益の核となる小売事業において、社会情勢の変

化によりコストアップとなる要素が増えており、これに対し経費の削減策を様々な手法で実施しておりますが、更

にこれを継続強化するとともに、不振事業・不振店舗の抜本的な見直しを徹底して行い、収益の改善に努めてまい

ります。

　第４に、コンプライアンスの遵守、とりわけ「食の安全」につきましては継続してお客様の信用を得ていくことが

重要な課題であり、このための制度の更なる整備、教育の徹底、現場の指導強化を進めてまいります。

　第５に、事業運営に関し、平成22年４月に設立した魚介類輸出入業の子会社ＵＫトレーディング株式会社と米国内

の魚介類卸売子会社ウオリキ・フレッシュ・インクは、グループとしての事業区分を明確にするとともに、グルー

プ経営の効率化を図ってまいります。併せて各子会社の事業構造の確立が課題となっており、これを進めてまいり

ます。

　第６に、内部統制の実施に際し、当社の財務報告に係る内部統制の整備・運用の評価は適正であり、内部統制報告

制度の４年目を迎えた平成24年３月期におきましても、財務報告の信頼性を確保するため、現行の社内プロジェク

ト体制を継続し、内部統制の有効かつ効率的な整備・運用に取り組んでまいります。併せて子会社２社の内部統制

についても引き続き指導・助言してまいります。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 58,480,000

計 58,480,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 14,620,000 14,620,000
東京証券取引所

市場第二部
単元株式数100株

計 14,620,000 14,620,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高

（株）

資本金増減額

（千円）

資本金残高

（千円）

資本準備金増
減額

（千円）

資本準備金残
高

（千円）

平成23年７月１日～

平成23年９月30日
－ 14,620,000 － 1,563,620 － 1,441,946

　

EDINET提出書類

株式会社魚力(E03310)

四半期報告書

 7/18



（６）【大株主の状況】

 平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社山桂 東京都昭島市中神町２－22－６ 5,224 35.73

山田　勝弘 東京都昭島市 730 4.99

三上　和美 東京都昭島市 721 4.94

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１－１－５ 400 2.74

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 400 2.74

魚力社員持株会
東京都八王子市石川町2969－５株式会社魚

力内
280 1.92

伊藤　繁則 東京都昭島市 200 1.37

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町１－13－１ 120 0.82

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２－１－１ 100 0.68

山田　貴史 東京都昭島市 100 0.68

計 ― 8,276 56.61

　

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 14,619,200 146,192 －

単元未満株式 普通株式 700 － －

発行済株式総数 14,620,000 － －

総株主の議決権 － 146,192 －

（注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が500株含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数５個が含まれております。

②【自己株式等】

 平成23年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社魚力
東京都八王子市

石川町2969番地５
100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00

　

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平成

23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新橋監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,675,264 1,312,845

受取手形及び売掛金 1,292,579 1,342,200

有価証券 83,160 77,110

商品及び製品 1,191,122 1,020,994

原材料及び貯蔵品 18,691 19,281

その他 234,791 231,429

貸倒引当金 △3,186 △10,738

流動資産合計 4,492,424 3,993,123

固定資産

有形固定資産 2,409,386 2,388,302

無形固定資産 343,216 378,559

投資その他の資産

投資有価証券 5,579,017 5,127,923

その他 2,404,710 2,489,500

投資その他の資産合計 7,983,727 7,617,423

固定資産合計 10,736,330 10,384,285

資産合計 15,228,754 14,377,408

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 866,816 821,384

未払法人税等 251,130 60,780

賞与引当金 187,316 231,656

その他 983,220 898,794

流動負債合計 2,288,483 2,012,616

固定負債

退職給付引当金 46,711 52,006

その他 485,199 422,918

固定負債合計 531,911 474,924

負債合計 2,820,394 2,487,541

純資産の部

株主資本

資本金 1,563,620 1,563,620

資本剰余金 1,441,946 1,441,946

利益剰余金 11,031,826 10,811,696

自己株式 △119 △191

株主資本合計 14,037,272 13,817,070

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △591,678 △887,242

土地再評価差額金 △1,039,645 △1,039,645

為替換算調整勘定 △1,891 △4,481

その他の包括利益累計額合計 △1,633,214 △1,931,369

少数株主持分 4,302 4,165

純資産合計 12,408,360 11,889,867

負債純資産合計 15,228,754 14,377,408
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

売上高 11,692,963 11,990,330

売上原価 7,019,502 7,155,079

売上総利益 4,673,460 4,835,250

販売費及び一般管理費 ※
 4,667,980

※
 4,672,538

営業利益 5,480 162,712

営業外収益

受取利息 16,852 15,023

受取配当金 27,556 21,755

不動産賃貸料 12,154 11,340

雑収入 14,828 12,297

営業外収益合計 71,391 60,416

営業外費用

支払利息 261 －

不動産賃貸費用 6,876 6,542

デリバティブ評価損 60,333 21,935

為替差損 70,663 81,264

その他 1,496 7

営業外費用合計 139,631 109,749

経常利益又は経常損失（△） △62,759 113,379

特別利益

固定資産売却益 232 1,288

投資有価証券売却益 130,825 63,186

特別利益合計 131,058 64,475

特別損失

固定資産売却損 17 －

固定資産除却損 19,981 5,704

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 10,181 －

特別損失合計 30,180 5,704

税金等調整前四半期純利益 38,118 172,149

法人税、住民税及び事業税 15,091 45,436

法人税等調整額 29,697 54,444

法人税等合計 44,789 99,881

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△6,670 72,268

四半期純利益又は四半期純損失（△） △6,670 72,268
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△6,670 72,268

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △204,502 △295,563

為替換算調整勘定 △6,973 △2,727

その他の包括利益合計 △211,475 △298,290

四半期包括利益 △218,146 △226,022

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △217,797 △225,886

少数株主に係る四半期包括利益 △348 △136
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 38,118 172,149

減価償却費 151,404 143,053

賞与引当金の増減額（△は減少） 938 44,340

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,756 5,295

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6,915 7,552

受取利息及び受取配当金 △44,408 △36,779

支払利息 261 －

為替差損益（△は益） 66,143 53,720

デリバティブ評価損益（△は益） 60,333 21,935

売上債権の増減額（△は増加） △72,006 △59,227

たな卸資産の増減額（△は増加） △440,903 152,578

仕入債務の増減額（△は減少） 6,252 △43,227

投資有価証券売却損益（△は益） △130,825 △63,186

その他 44,972 △60,019

小計 △322,877 338,184

利息及び配当金の受取額 43,341 35,645

利息の支払額 △261 －

法人税等の支払額 △349,731 △233,165

営業活動によるキャッシュ・フロー △629,528 140,664

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △156,874 △196,416

投資有価証券の取得による支出 △311,453 △222,341

投資有価証券の売却による収入 366,495 238,201

その他 △10,406 △11,636

投資活動によるキャッシュ・フロー △112,238 △192,192

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 300,000 －

短期借入金の返済による支出 △300,000 －

自己株式の取得による支出 － △72

配当金の支払額 △291,338 △290,988

財務活動によるキャッシュ・フロー △291,338 △291,060

現金及び現金同等物に係る換算差額 △18,507 △19,226

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,051,613 △361,815

現金及び現金同等物の期首残高 2,123,207 1,667,918

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,071,593

※
 1,306,102
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【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　

【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

給与手当 1,795,696千円 1,768,317千円

賞与引当金繰入額 218,447千円 231,656千円

退職給付引当金繰入額 36,960千円 38,523千円

貸倒引当金繰入額 3,439千円 7,552千円

賃借料 914,471千円 938,429千円

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

現金及び預金勘定 1,074,359千円 1,312,845千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △2,766千円 △6,743千円

現金及び現金同等物 1,071,593千円 1,306,102千円

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月６日

取締役会
普通株式 292,398 20 平成22年３月31日平成22年６月30日利益剰余金

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月６日

取締役会
普通株式 292,398 20 平成23年３月31日平成23年６月30日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：千円）

　
報告セグメント 調整額

（注）１

四半期連結損
益計算書計上
額（注）２小売事業 飲食事業 卸売事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 9,018,200540,1562,134,60611,692,963 － 11,692,963

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － 192,898192,898△192,898 －

計 9,018,200540,1562,327,50511,885,862△192,89811,692,963

セグメント利益又は損失

（△）
174,244△16,521 △6,453 151,269△145,788 5,480

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△145,788千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で

あります。その全社費用は、主に総務・財務経理部門等の管理部門に係る費用であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：千円）

　
報告セグメント 調整額

（注）１

四半期連結損
益計算書計上
額（注）２小売事業 飲食事業 卸売事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 9,367,112475,7272,147,48911,990,330 － 11,990,330

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － 332,307332,307△332,307 －

計 9,367,112475,7272,479,79612,322,637△332,30711,990,330

セグメント利益又は損失

（△）
311,364 809 △2,977 309,196△146,483162,712

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△146,483千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で

あります。その全社費用は、主に総務・財務経理部門等の管理部門に係る費用であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）
△０円46銭 ４円94銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益金額又は四半期純損

失金額（△）（千円）
△6,670 72,268

普通株主に帰属しない金額（千

円）
－ －

普通株式に係る四半期純利益金額

又は四半期純損失金額（△）

（千円）

△6,670 72,268

普通株式の期中平均株式数（株） 14,619,900 14,619,837

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　

２【その他】

　該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社魚力(E03310)

四半期報告書

16/18



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社魚力(E03310)

四半期報告書

17/18



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年11月11日

株式会社魚力

取締役会　御中

新橋監査法人

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 倉　持　政　義　　印

 業務執行社員  公認会計士 佐々木　裕美子　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社魚力の平成

23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平成23年９月

30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財務

諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社魚力及び連結子会社の平成23年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲には、ＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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